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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第105期中の平均臨時雇用者数については従業員数の10％未満のため記載を省略しております。  

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 297,459 321,279 357,549 619,195 694,968 

経常利益 （百万円） 6,738 9,266 11,786 20,452 23,788 

中間（当期）純利益 （百万円） 3,019 4,721 10,148 8,037 4,975 

純資産額 （百万円） 108,076 118,205 159,143 112,782 147,281 

総資産額 （百万円） 310,277 347,642 382,479 320,548 394,811 

１株当たり純資産額 （円） 514.7 548.89 598.53 525.42 552.39 

１株当たり中間（当期）純

利益金額 
（円） 15.51 21.93 38.10 39.11 21.74 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額 
（円） 13.46 21.16 37.17 35.76 21.04 

自己資本比率 （％） 34.8 34.0 41.6 35.2 37.3 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 890 17,021 9,935 15,836 36,512 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） △15,421 △11,000 △1,190 △24,443 △23,286 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（百万円） 13,815 △7,064 △13,174 9,848 20,836 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（百万円） 10,474 12,118 42,663 11,900 47,125 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

14,714 

[3,400] 

16,347 

[3,020] 

15,262 

[－] 

15,613 

[2,730] 

16,565 

[2,749] 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．平均臨時雇用者数については、従業員数の10％未満の場合記載を省略しております。 

３．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

回次 第103期中 第104期中 第105期中 第103期 第104期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高 （百万円） 160,049 170,096 192,293 331,992 377,479 

経常利益 （百万円） 4,310 5,020 7,375 10,743 11,641 

中間（当期）純利益又は当

期純損失(△) 
（百万円） 2,202 3,550 11,391 2,967 △13,261 

資本金 （百万円） 18,497 20,169 40,619 19,838 40,606 

発行済株式総数 （千株） 210,454 217,052 269,939 215,752 269,888 

純資産額 （百万円） 108,819 113,458 144,479 111,414 134,570 

総資産額 （百万円） 242,652 254,429 280,648 247,918 287,987 

１株当たり中間（年間）配

当額 
（円） 3.75 3.75 3.75 7.50 7.50 

自己資本比率 （％） 44.8 44.6 51.5 44.9 46.7 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

5,085 

[－] 

5,001 

[－] 

5,141 

[－]  

4,796 

[－] 

5,021 

[ー]  



２【事業の内容】 

 従来、自動車部品事業、情報通信事業及びその他事業に区分しておりましたが、当中間連結会計期間において情報

通信事業を行っていた子会社カルソニックコミュニケーション㈱及びその他事業を行っていた子会社㈱シーケー物流

を売却いたしました。なお、自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額が、全セグメントの売上高の合計及び営業

利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

  

３【関係会社の状況】 

（１）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）１．前期までは非連結子会社であったが重要性が増加したことにより、当中間連結会計期間より連結子会社とな

ったものです。 

     ２．新規設立により連結子会社となったものです。 

  

 （２）当中間連結会計期間において、以下の会社を連結子会社から除外いたしました。 

     株式の売却によりカルソニック・コリア社、カルソニックコミュニケーション㈱、㈱シーケー物流、シーイーア 

     イ社の４社を連結子会社から除外いたしました、 

    カルソニックカンセイ・ミシシッピ社は北米カルソニック社と、シーケーエレクトロニクス社はカンタス社と合

     併のため消滅いたしました。 

      オートモーティブ・モーターズ・テクノロジー・バーズタウン社は清算手続の完了により除外いたしました。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

    事業の種類別の従業員数は次のとおりであります。 

 （注）従業員数は就業人員数であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

 (連結子会社) 

カルソニックカンセ

イ・フランス社 

 (注)１ 

フランス 

モンテーニュ市 

千EUR  

37

開発・市場調査

等  
100  役員の兼任あり 

 (連結子会社) 

カルソニックカンセ

イ(中国)社 

 (注)２ 

 中国 上海市 
千RMB  

246,036
中国子会社統括 100 － 

  平成17年９月30日現在

事業の種類の名称 従業員数（人） 

自動車部品事業 14,722   

その他事業 540   

合計 15,262   

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 5,141 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間の世界経済は、米国や中国を中心に景気の拡大が続き、総じて堅調に推移いたしました。ま

た、日本経済も企業収益の改善による設備投資の増加や雇用情勢の改善により個人消費が持ち直すなど緩やかな回

復基調で推移いたしました。 

 自動車業界におきましては、米国の販売台数は、日系メーカーの販売が好調であったこと等により前年同期比で

増加し、アジアにおいても中国やタイにおいて好調に推移いたしました。日本においても、新型車投入やモデルチ

ェンジによる増販効果により小型乗用車や軽自動車の販売が好調であり、新長期排ガス規制によるトラックの買い

替え需要による増加もあり、販売台数は前年同期を上回りました。また、輸出につきましても、現地生産化が進む

アジアと欧州を除く各地域で前年同期を上回りました。 

 当中間連結会計期間の当社の連結決算は、売上高、営業利益、経常利益、中間純利益ともに前年同期実績を上回

りました。 

 連結売上高は、主要顧客向けの売上高の増加などにより、3,575億円と前年同期に比較し、362億円（11.3％） 

の増収となりました。  

 一方、利益面につきましては、売上高の増加に加え、全社をあげての強力な原価低減活動の推進等により、連結

営業利益は120億6千万円と前年同期に比較し、29億6千万円（32.6％）の増益、連結経常利益は117億円8千万円と

前年同期に比較し、25億1千万円（27.2％）の増益、連結中間純利益は101億円4千万円と前年同期に比較し、54億2

千万円（115.0％）の増益となりました。  

  

 事業区分の方法につきましては、従来、自動車部品事業、情報通信事業及びその他事業に区分しておりました

が、当中間連結会計期間において情報通信事業を行っていた子会社カルソニックコミュニケーション（株）及びそ

の他事業を行っていた子会社（株）シーケー物流を売却した結果、自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額

が、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の

種類別セグメントの記載を省略しております。 

  所在地別セグメントの状況は、地域間の内部売上高を含めて次のとおりです。 

  日本では、売上高は2,312億円と前年同期に比較し、202億円（9.6％）の増収となり、営業利益は75億円と前年 

 同期に比較し、4億3千万円（5.5％）の減益となりました。北米地域においては、売上高は830億円と前年同期に比

 較し、1億円（0.2％）の増収となり、営業利益は22億6千万円と前年同期に比較し、8億2千万円（56.8％）の増益 

 となりました。欧州地域においては、売上高は278億円と前年同期に比較し、4億円（1.7％）の増収となり、営業 

 利益は、5億3千万円の損失と前年同期に比較し、4億9千万円営業損失が減少いたしました。アジア地域において 

 は、売上高322億円と前年同期に比較し、182億円（130.7％）の増収となり、営業利益は28億1千万円と前年同期に

 比較し、21億1千万円（304.7％）の増益となりました。   



(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度下期に株式の発行

を行ったことにより現金及び現金同等物の期首残高が増加し、また、連結子会社株式の売却による収入、税金等調

整前中間純利益の増加があり、投資有価証券売却損益の減少、仕入債務の増減額の減少、コマーシャルペーパーの

純増減額の減少等の影響により、前中間連結会計期間末に比べ305億円（前年同期比252.1％増）増加し、当中間連

結会計期間末には426億円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は99億円となり、前中間連結会計期間に比べ70億円（同41.6％）減少いたしまし

た。 

 これは主に、税金等調整前中間純利益の増加が75億円がありましたが、投資有価証券売却損益の減少84億円、仕

入債務の増減額の減少71億円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は11億円となり、前中間連結会計期間に比べ98億円（同89.2％）減少しました。 

 これは主に、連結子会社株式の売却による収入の増加145億円がありましたが、投資有価証券の売却による収入

の減少34億円等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は131億円となり、前中間連結会計期間に比べ61億円（同86.5％）増加しました。 

 これは主に、コマーシャルペーパーの純増減額の減少50億円、短期借入金の純増減額の減少36億円がありました

が、長期借入金の返済による支出の減少30億円等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、事業間の内部振替前の数値であります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは各納入先より生産計画の提示を受け、これに基づき当社グループ各社の生産能力を勘案して生産

計画を立てており、すべて見込生産であります。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．事業間の取引については相殺消去しております。 

        ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間において「情報通信事業」の子会社カルソニックコミュニケーション㈱の株式を売却し

 連結の範囲から除外したことにより、当中間連結会計期間より「情報通信事業」の区分を廃止致しました。前

 年同期比に関しては、前中間連結会計期間分の「情報通信事業」の販売実績を「その他事業」に含め変更後の

 区分に組替を行っております。なお「その他事業」に含まれる前中間連結会計期間の「情報通信事業」の販売

 実績は19,409百万円であり、当中間連結会計期間においては、19,375百万円であります。 

  

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する

割合は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類の名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日) 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 （百万円） 327,685 110.6 

合計   （百万円） 327,685 110.6 

事業の種類の名称 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日) 

前年同期比（％） 

自動車部品事業 （百万円） 335,697 111.9 

その他事業     （百万円） 21,852 102.9 

合計   （百万円） 357,549 111.3 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 108,974 33.9 120,773 33.8 

北米日産会社 53,451 16.6 50,070 14.0 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは平成17年度から3ヵ年の新中期経営計画を策定し、その着実な実行によって、持続的成長に向けて

経営基盤を強化してまいる所存でございます。 

すなわち、コンポーネントの競争力をトップレベルにするために 

 

  ①グローバル開発体制の確立などによる開発技術力の強化 

  ②生産技術センターの設立などによる生産技術力の強化 

  ③経営資源の集中化を図るためグローバル事業の再編・強化 

  ④総コストの削減によるコスト競争力の強化 

 

を重点とした諸施策に、グループ全体で総力をあげて取り組むとともに、中国やタイにおける生産基盤の強化などに

より、モジュール製品をはじめとした業容の拡大を図るなど鋭意業績の発展向上を期してまいる所存でございます。

また、以上に加えて、構造改革に着手している欧州事業の再建についても鋭意取り組んでまいります。  

４【経営上の重要な契約等】 

  当社は平成17年７月13日開催の取締役会において連結子会社であるカルソニックコミュニケーション㈱の全株 

 式を㈱エム・エス・コミュニケーションズに譲渡することを決議し株式譲渡契約を締結のうえ売却いたしました。

５【研究開発活動】 

 当社グループは、自動車分野の熱交換器、空調機器、吸排気機器、ＩＴＳ・電子製品、計器・機器、内外装品などの

製品において、「環境」「安全」「快適」「省燃費」をキーワードとした新製品、新技術開発に取組んでおり、特に、

以下の項目に注力しています。 

（１）モジュール・システムインテグレーションによる商品力向上 

（２）各モジュール、システム、コンポーネントにおける軽量化、省動力及び省燃費化への取組み 

（３）環境に配慮したフロンを使わないエアコンシステムや環境負荷物質削減製品の開発 

（４）燃料電池をはじめとする次世代の車両動力源に対応したシステム構成部品の開発 

（５）安全快適な運転環境の提供を狙いとする電子・情報システムの開発 

（６）電子電装分野における表示操作系システム、セキュリティー/セーフティシステム 

  

 当中間連結会計期間における主な開発活動の成果として、小型エアーコンディショニングユニットの採用により、コ

ックピットや車両荷室のスペース効率を向上させたワンボックス車向けデュアルエアコンシステムの製品化を行いまし

た。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は139億13百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」には、平成17年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

種    類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種  類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月21日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内  容 

普通株式 269,939,440 269,941,444 
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 269,939,440 269,941,444 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

当社は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行している。 

①平成15年６月27日定時株主総会決議 

注）発行日後、次の①または②の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式（以下、「行使価

額調整式」という。）により、調整されるものとし、調整により生じる1円未満の端数はこれを切り上げ

る。 

① 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合。 

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約

権の行使の場合を除く。）。 

  
中間会計期間末現在 
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,264 1,264 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

 新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,264,000 1,264,000 

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 一株当り       737 同左 

 新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～ 

平成22年６月30日 
同左 

 新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       737 

資本組入額      369 
同左 

 新株予約権の行使の条件 

新株予約権者が、新株予約権

の行使が可能となる日まで当

社および当社子会社等に継続

して雇用されており若しくは

委任関係を保持しているこ

と。ただし、任期満了による

退任、定年退職、転籍、その

他正当な理由があると認めた

場合は、この限りではない。 

その他の条件については、平

成15年6月27日開催の当社株主

総会および平成15年7月29日開

催の当社取締役会決議に基づ

き当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによ

る。 

同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要する

ものとする。 

同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・合併の比率 

調整後行使価額＝ 
調 整 前 

行使価額 
× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×1株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



② 平成16年６月29日定時株主総会決議 

 注）発行日後、次の①または②の事由が生ずる場合、行使価額は、それぞれ次に定める算式（以下、「行使価

額調整式」という。）により、調整されるものとし、調整により生じる1円未満の端数はこれを切り上げ

る。 

 ① 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合。 

 ② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予

約権の行使の場合を除く。）。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,954 1,954 

 新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,954,000 1,954,000 

 新株予約権の行使時の払込金額（円）   一株当り                844 同左 

 新株予約権の行使期間 
 平成18年７月１日～ 

  平成23年６月30日 
同左 

 新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

 発行価格           844 

  資本組入額         422 
同左 

 新株予約権の行使の条件 

新株予約権者が、新株予約権

の行使が可能となる日まで当

社および当社子会社等に継続

して雇用されており若しくは

委任関係を保持しているこ

と。ただし、任期満了による

退任、定年退職、転籍、その

他正当な理由があると認めた

場合は、この限りではない。 

その他の条件については、平

成16年6月29日開催の当社株主

総会および平成16年９月28日

開催の当社取締役会決議に基

づき当社と新株予約権者との

間で締結する「新株予約権割

当契約」に定めるところによ

る。 

同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは

当社取締役会の承認を要する

ものとする。  

同左 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・合併の比率 

調整後行使価額＝ 
調 整 前 

行使価額 
× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×1株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



当社は、商法第341条ノ２の規定に基づき転換社債型新株予約権付社債を発行している。 

①第1回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成15年４月30日発行) 

②2008年満期円建転換社債型新株予約権付社債(平成15年４月30日発行) 

  
中間会計期間末現在 
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 737 736 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

 新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,476,953 1,474,949 

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 一株当り       499 同左 

 新株予約権の行使期間 
平成15年６月２日～ 

平成22年３月30日 
同左 

 新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       499 

資本組入額      250 
同左 

 新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には、以後

本新株予約権を行使する事は

出来ないものとする。また、

各本新株予約権の一部につい

て行使請求することはできな

いものとする。 

同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 

商法341条ノ２第４項の定めに

より本社債と本新株予約権の

うち一方のみを譲渡する事は

できないものとする。 

同左 

 新株予約権付社債の残高(百万円) 737 736 

  
中間会計期間末現在 
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数(個) 2,610 2,610 

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

 新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,127,701 5,127,701 

 新株予約権の行使時の払込金額(円) 一株当り       509 同左 

 新株予約権の行使期間 
平成15年６月２日～ 

平成20年３月14日 
同左 

 新株予約権の行使により株式を発行する 

場合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格       509 

資本組入額      255 
同左 

 新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき期限の利

益を喪失した場合には、以後

本新株予約権を行使する事は

出来ないものとする。また、

各本新株予約権の一部につい

て行使請求することはできな

いものとする。 

同左 

 新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし。 同左 

 新株予約権付社債の残高(百万円) 2,610 2,610 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．新株予約権付社債の新株予約権行使による増加であります。 

２．平成17年10月１日から平成17年11月30日までの間に、新株予約権付社債の新株予約権行使により発行済株式総

数が2,004株、資本金が0百万円、資本準備金が0百万円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    ２．株式会社みずほコーポレート銀行(常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社)の株式数には、株式会

社みずほコーポレート銀行が退職給付信託の信託財産として拠出している当社株式5,578千株（発行済株式

総数に対する割合2.1 %）を含んでおります。 

（株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行退職給付信託みずほコーポレート銀行口再信託受託者資産管理サ

ービス信託」であります。） 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金 
増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成17年4月1日～

平成17年9月30日

(注)１  

51,356 269,939,440 13 40,619 12 58,804 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日産自動車株式会社 横浜市神奈川区宝町２ 111,163 41.2 

日本トラステイ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海1丁目8-11 15,429 5.7 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町2丁目11番3号 13,567 5.0 

資産管理サービス信託銀行株

式会社 

東京都中央区晴海1丁目8-12晴海アイラン

ドトリトンスクエア オフイスタワーＺ棟 
8,373 3.1 

第一生命保険相互会社 

(常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号（東

京都中央区晴海1丁目8-12晴海アイランド

トリトンスクエア オフイスタワーＺ棟） 

  

7,952 2.9 

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町2丁目7-9全共連ビル 6,789 2.5 

株式会社みずほコーポレート

銀行 

(常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社) 

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号（東

京都中央区晴海1丁目8-12晴海アイランド

トリトンスクエア オフイスタワーＺ棟）

6,640 2.5 

ビー エヌ ピー パリバセキ

ユリテイーズ サービス ルク

センブルグ ジヤスデツク セ

キユリテイーズ(常任代理人 

香港上海銀行東京支店) 

23,AVENUE DE LA PORTE NEUVE L-

2085 LUXEMBOURG（東京都中央区日本橋3丁

目11-1） 

5,797 2.1 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内1丁目6-6日本生命証

券管理部内 
5,462 2.0 

日本生命保険相互会社(特別

勘定年金口) 

東京都千代田区丸の内1丁目6-6日本生命証

券管理部内 
5,189 1.9 

合計 － 186,363 69.0 

日本トラステイ・サービス信託銀行株式会社 15,429千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 13,567  

資産管理サービス信託銀行株式会社 8,373  



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株、「議決権の数」

欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれている。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） － － －  

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

4,049,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 
普通株式  

264,869,000 
264,869 同上 

単元未満株式 
普通株式   

1,021,440 
－ 同上 

発行済株式総数 269,939,440 － － 

総株主の議決権 － 264,869 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カルソニックカン

セイ㈱ 

東京都中野区南台

五丁目24番15号 
4,049,000 － 4,049,000 1.50 

計 － 4,049,000 － 4,049,000 1.50 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 672 619 644 662 676 681 

最低（円） 601 586 600 609 629 641 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間財務諸表

については中央青山監査法人により中間監査を受け、また当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務

諸表については、新日本監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間   中央青山監査法人 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間   新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２    13,340 15,362   12,139 

２．受取手形及び売掛
金 

    112,885 124,672   131,377 

３．たな卸資産     37,496 33,680   37,135 

４．預け金     － 27,425   35,500 

５．繰延税金資産     9,191 6,401   6,410 

６．その他     7,212 11,375   7,650 

７．貸倒引当金     △1,021 △874   △727 

流動資産合計     179,104 51.5 218,044 57.0   229,487 58.1

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物     35,223 33,205   35,229 

(2）機械装置及び運
搬具 

    50,901 50,181   51,100 

(3）土地     21,282 20,742   20,904 

(4）建設仮勘定     9,041 6,415   4,128 

(5）その他     15,213 12,763   11,926 

有形固定資産合計 ※1,2   131,663 37.9 123,308 32.2   123,290 31.2

２．無形固定資産           

(1）営業権     980 700   840 

(2）その他     4,132 2,139   4,873 

無形固定資産合計     5,112 1.5 2,839 0.7   5,713 1.4

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券     14,796 18,319   14,089 

(2）繰延税金資産     12,301 17,350   18,369 

(3）その他     4,883 2,676   4,044 

(4）貸倒引当金     △220 △58   △182 

投資その他の資産
合計 

    31,760 9.1 38,287 10.1   36,320 9.3

固定資産合計     168,537 48.5 164,434 43.0   165,324 41.9

資産合計     347,642 100.0 382,479 100.0   394,811 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    87,344 97,450   104,277 

２．短期借入金 ※２   15,703 6,259   14,459 

３．コマーシャルペー
パー 

    7,000 －   － 

４．一年以内償還予定
の社債 

    － 8,000   － 

５．未払費用     21,244 22,370   21,737 

６．未払法人税等     3,163 4,113   4,911 

７．繰延税金負債     259 74   40 

８．製品保証引当金     9,552 －   － 

９．その他     17,603 20,465   19,667 

流動負債合計     161,870 46.6 158,733 41.5   165,093 41.8

Ⅱ 固定負債           

１．社債     11,790 3,347   11,373 

２．長期借入金 ※２   8,131 5,544   6,565 

３．繰延税金負債     1,687 1,941   1,659 

４．退職給付引当金     26,516 31,251   33,462 

５．役員退職慰労引当
金 

    548 401   653 

６．製品保証引当金     － 4,451   9,612 

７．関係会社事業損失
引当金 

    － 990   990 

８．その他 ※２   6,093 5,102   5,539 

固定負債合計     54,767 15.7 53,030 13.9   69,855 17.7

負債合計     216,637 62.3 211,763 55.4   234,949 59.5

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     12,799 3.7 11,571 3.0   12,581 3.2

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     20,169 5.8 40,619 10.6   40,606 10.3

Ⅱ 資本剰余金     38,355 11.0 58,804 15.4   58,791 14.9

Ⅲ 利益剰余金     70,483 20.3 71,220 18.6   62,123 15.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,099 0.3 103 0.0   71 0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定     △10,664 △3.1 △8,788 △2.3   △11,972 △3.0

Ⅵ 自己株式     △1,237 △0.3 △2,814 △0.7   △2,339 △0.6

資本合計     118,205 34.0 159,143 41.6   147,281 37.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    347,642 100.0 382,479 100.0   394,811 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     321,279 100.0 357,549 100.0   694,968 100.0 

Ⅱ 売上原価     288,747 89.9 321,102 89.8   624,252 89.8

売上総利益     32,532 10.1 36,446 10.2   70,715 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   23,432 7.3 24,380 6.8   47,569 6.9

営業利益     9,099 2.8 12,066 3.4   23,145 3.3

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   129   108 224   

２．受取配当金   103   65 125   

３．為替差益   227   － 645   

４．持分法による投資
利益 

  361   657 945   

５．その他   484 1,305 0.4 534 1,366 0.4 1,484 3,425 0.5

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   629   507 1,129   

２．支払補償金   136   6 272   

３．為替差損   －   497 －   

４．土壌浄化費用   －   191 600   

５．その他   372 1,138 0.3 443 1,646 0.5 780 2,782 0.4

経常利益     9,266 2.9 11,786 3.3   23,788 3.4

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 95   49 187   

２．投資有価証券売却
益 

※３ 1,728   10,425 4,045   

３．貸倒引当金戻入益   16   － －   

４．その他   80 1,920 0.6 53 10,528 2.9 652 4,885 0.7

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※４ 69   6 111   

２．固定資産廃却損 ※５ 1,438   3,760 1,770   

３．固定資産臨時償却
費 

※６ －   － 7,391   

４．関係会社固定資産
減損損失 

※７ －   － 2,153   

５．製品補償損失 ※８ －   380 1,004   

６．関係会社事業損失
引当金繰入額 

  －   － 990   

７．投資有価証券評価
損 

  11   － －   

８．ゴルフ会員権評価
損 

  1   － －   

９．その他   234 1,755 0.6 1,180 5,328 1.4 3,259 16,682 2.4

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    9,431 2.9 16,987 4.8   11,992 1.7

法人税、住民税及
び事業税 

  3,649   5,545 8,148   

法人税等調整額   354 4,003 1.2 578 6,124 1.8 △2,494 5,654 0.8

少数株主利益（控
除） 

    706 0.2 714 0.2   1,362 0.2

中間（当期）純利
益 

    4,721 1.5 10,148 2.8   4,975 0.7

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     38,025 58,791   38,025

Ⅱ 資本剰余金増加高       

１．増資による新株の発
行 

  － － 20,228 

２．新株予約権の行使に
よる増加 

  329 329 12 12 537 20,765

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    38,355 58,804   58,791

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     66,710 62,123   66,710

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   4,721 4,721 10,148 10,148 4,975 4,975

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   803 999 1,611 

２．役員賞与   143 52 143 

３．在外子会社最小年金
負債調整額 

  － 947 － 1,051 7,806 9,561

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    70,483 71,220   62,123

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  9,431 16,987 11,992

減価償却費   11,165 10,037 23,554

退職給付引当金の減
少額 

  △739 △1,501 △1,417

連結調整勘定償却額   146 0 89

受取利息及び受取配
当金 

  △232 △173 △349

支払利息   629 507 1,129

持分法による投資損
益 

  △361 △657 △945

投資有価証券売却損
益 

  △1,717 △10,177 △4,000

投資有価証券評価損   11 － －

固定資産除売却損益   1,413 3,717 1,695

有形固定資産臨時償
却費 

  － － 7,391

関係会社固定資産減
損損失 

  － － 2,153

関係会社事業損失引
当金繰入額 

  － － 990

製品補償損失   － 380 1,004

売上債権の増減額   459 4,706 △18,688

たな卸資産の増減額   △2,963 648 △3,024

仕入債務の増減額   3,307 △3,886 19,937

その他   72 △4,675 1,726

小計   20,622 15,911 43,237

利息及び配当金の受
取額 

  497 490 622

利息の支払額   △606 △567 △1,102

法人税等の支払額   △3,491 △5,898 △6,244

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  17,021 9,935 36,512

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △1,219 △124 △490

定期預金の払戻によ
る収入 

  490 － 522

有形固定資産の取得
による支出 

  △12,112 △12,887 △27,148

有形固定資産の売却
による収入 

  309 137 1,251

無形固定資産の取得
による支出 

  △1,913 △1,007 △2,799

連結子会社株式の取
得による支出 

  － － △115

連結子会社株式の売
却による収入 

  － 14,568 －

投資有価証券の取得
による支出 

  △254 △1,308 △1,832

投資有価証券の売却
による収入 

  3,666 252 6,775

貸付金の貸付による
支出 

  △288 △1,526 △427

貸付金の返済による
収入 

  286 308 1,082

その他   37 398 △102

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △11,000 △1,190 △23,286

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額 

  △6,720 △10,350 △7,952

コマーシャルペーパ
ーの純増減額 

  5,000 － △2,000

長期借入れによる収
入 

  595 － －

長期借入金の返済に
よる支出 

  △4,180 △1,136 △5,200

株式の発行による収
入 

  － － 40,456

配当金の支払額   △803 △999 △1,611

少数株主への配当金
の支払額 

  △503 △21 △1,218

自己株式の取得によ
る支出 

  △251 △476 △1,354

その他   △199 △191 △281

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △7,064 △13,174 20,836

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  269 392 170

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △773 △4,037 34,233

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  11,900 47,125 11,900

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の
増減額 

  992 △424 992

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  12,118 42,663 47,125

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社     47社 

(1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社     35社 

(1）連結の範囲に関する事項 

連結子会社     47社 

主要な連結子会社名 

カルソニックプロダクツ㈱ 

カルソニックハリソン㈱ 

ケーエスエンジニアリング㈱ 

㈱ＣＫＫ 

東京ラヂエーター製造㈱ 

北米カルソニック社 

カンタス社 

カルソニックカンセイ・ユーケー社 

主要な連結子会社名 

カルソニックプロダクツ㈱ 

カルソニックハリソン㈱ 

ケーエスエンジニアリング㈱ 

㈱ＣＫＫ 

東京ラヂエーター製造㈱ 

北米カルソニック社 

カンタス社 

カルソニックカンセイ・ユーケー社 

主要な連結子会社名 

カルソニックプロダクツ㈱ 

カルソニックハリソン㈱ 

ケーエスエンジニアリング㈱ 

㈱ＣＫＫ 

東京ラヂエーター製造㈱ 

北米カルソニック社 

カンタス社 

カルソニックカンセイ・ユーケー社 

非連結子会社    ４社 非連結子会社    12社 非連結子会社     ５社 

トーシンテクノ㈱ 

重慶東京散熱器有限公司 

無錫塔尓基熱交換器有限公司 

スター・ツリー社 

主要な非連結子会社名 

エヌピー化成㈱ 

カルソニックカンセイコンポーネント

（無錫）社 

無錫塔尓基熱交換器有限公司 

  

主要な非連結子会社名 

カルソニックカンセイコンポーネント

（無錫）社 

無錫塔尓基熱交換器有限公司 

① 当中間連結会計期間は、東京ラヂエー

ター製造㈱は当社が同社株式を追加取得し

連結子会社となったため、連結の範囲に含

めました。 

 また、カルソニックエスアイアイ・コン

プレッサー社はカルソニック・コンプレッ

サー・マレーシア社に社名変更しました。 

 また、カルソニックコンプレッサー製造

㈱については、平成16年６月１日付でカル

ソニックコンプレッサー㈱と、ケーブルシ

ステム㈱及び㈱カルテックにつきまして

は、平成16年７月１日付で㈱ＣＫＦ及びケ

ーエスエンジニアリングとそれぞれ合併し

たため、連結の範囲から除外しました。 

 なお、スター・ツリー社は総資産、売上

高、中間純損益及び剰余金（持分に見合う

額）は、いずれも中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため連結の範囲よ

り除外しました。 

① 当中間連結会計期間は、カルソニック

カンセイ（中国）社が新規設立のため、カ

ルソニックカンセイ・フランス社は重要性

が増加したため、連結の範囲に含めており

ます。 

 また、エヌピー化成㈱他６社については

関係会社の管理及び意思決定プロセスの変

更に合わせるとともに、中間連結財務諸表

に与える影響も軽微であることから連結子

会社から持分法適用会社へ変更しておりま

す。 

 また、カルソニックコミュニケーション

㈱他３社は株式の売却により、オートモー

ティブ・モーターズ・テクノロジー・バー

ズタウン社は会社清算により、シーケーエ

レクトロニクス社及びカルソニックカンセ

イ・ミシシッピ社については、平成17年９

月30日付でカンタス社及び北米カルソニッ

ク社とそれぞれ合併したため、連結の範囲

から除外しております。 

① 当連結会計年度は、前連結会計年度ま

で持分法適用会社でありました東京ラヂエ

ーター製造㈱については、当社が同社株式

を追加取得し連結子会社となったため、連

結の範囲に含めました。 

 また、カルソニックエスアイアイ・コン

プレッサー社はカルソニック・コンプレッ

サー・マレーシア社に社名変更しました。 

 また、カルソニックコンプレッサー製造

㈱については平成16年６月１日付でカルソ

ニックコンプレッサー㈱と、ケーブルシス

テム㈱及び㈱カルテックにつきましては、

平成16年７月１日付で㈱ＣＫＦ及びケーエ

スエンジニアリング㈱とそれぞれ合併した

ため、連結の範囲から除外しました。 

 なお、スター・ツリー社は株式の売却に

より、連結の範囲から除外しました。 

② 非連結子会社については、総資産、売

上高、中間純損益及び剰余金（持分に見合

う額）は、いずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため連結の範囲

より除外しました。 

② 非連結子会社については、総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため連結の範囲より除外しており

ます。 

② 非連結子会社については、総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため連結の範囲

より除外しております。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(2）持分法の適用に関する事項 (2）持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社   19社 

持分法適用非連結子会社 ７社 

(2）持分法の適用に関する事項 

  主要な非連結子会社名   

     エヌピー化成㈱ 

   和賀プレシジョン㈱ 

 前連結会計年度では連結子会社であっ

たエヌピー化成㈱他６社については関係

会社の管理及び意思決定プロセスの変更

に合わせるとともに、中間連結財務諸表

に与える影響も軽微であることから連結

子会社から持分法適用会社へ変更してお

ります。 

  

持分法適用関連会社   12社 

 主要な会社名 

持分法適用関連会社 12社 

主要な関連会社名 

持分法適用関連会社   12社 

 主要な会社名 

日新工業㈱ 

デルファイ・カルソニック・コンプレ

ッサーズ社 

マグナカンセイ社 

持分法を適用していない非連結子会社４

社、関連会社の山梨大瀬工業㈱及び

TR Asia Co., Ltd.は中間純利益（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても中間連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除

外しております。 

 東京ラヂエーター製造㈱は当社が同社株

式を追加取得し連結子会社となったた

め、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

日新工業㈱ 

デルファイ・カルソニック・コンプ  

レッサーズ社 

マグナカンセイ社 

持分法を適用していない非連結子会社５

社、関連会社の山梨大瀬工業㈱、

TR Asia Co., Ltd及びアライアンスカル

ソニックエーベルスペッヒャー社は中間

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても中間連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

  

日新工業㈱ 

デルファイ・カルソニック・コンプレ

ッサーズ社 

マグナカンセイ社 

持分法を適用してない非連結子会社５

社、関連会社の山梨大瀬工業㈱、

TR Asia CO.,Ltd.及びアライアンスカル

ソニックエーベルスペッヒャー社は当期

純損益及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体として重要性がないた

め持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 東京ラヂエーター製造㈱は当社が同社

株式を追加取得し連結子会社となったた

め、持分法の適用範囲から除外しており

ます。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 (3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 (3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、カルソニックコミュ

ニケーション㈱、カルソニックカンセイメ

キシコ社、カルソニック・メキシコ社、カ

ンタスメキシカーナ社、カルソニック・コ

リア社、セスコ社、大韓カルソニック社、

カルソニックカンセイ・コリア社、カルソ

ニックカンセイ（無錫）社、カルソニック

カンセイ（上海）社、シーケーエンジニア

リング上海社、カルソニック・セールス

（タイランド）社、カルソニックカンセイ

（タイランド）社、カルソニックプロダク

ツ（タイランド）社、カルソニック・コン

プレッサー・マレーシア社及びカンセイイ

ンドネシアマニュファクチュアリング社の

中間決算日は６月30日であります。 

 また、エヌピー化成㈱、ケーエスエンジ

ニアリング㈱の中間決算日は８月31日であ

ります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たっては、

同中間決算日現在の中間財務諸表を使用し

ておりますが、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

 なお、㈱サイテックは決算期を８月31日

にしております。中間連結財務諸表上の損

益及びキャッシュ・フローは6ヶ月間とな

っております。 

 連結子会社のうち、カルソニックカンセ

イメキシコ社、カルソニック・メキシコ

社、カンタスメキシカーナ社、セスコ社、

大韓カルソニック社、カルソニックカンセ

イ・コリア社、カルソニックカンセイ（無

錫）社、カルソニックカンセイ（中国）

社、カルソニックカンセイ（上海）社、シ

ーケーエンジニアリング上海社、カルソニ

ック・セールス（タイランド）社、カルソ

ニックカンセイ（タイランド）社、カルソ

ニックプロダクツ（タイランド）社及びカ

ルソニック・コンプレッサー・マレーシア

社の中間決算日は６月30日であります。 

 また、ケーエスエンジニアリング㈱の中

間決算日は８月31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たっては、

同中間決算日現在の中間財務諸表を使用し

ておりますが、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

  

 連結子会社のうち、カルソニックコミュ

ニケーション㈱、カルソニックカンセイメ

キシコ社、カルソニック・メキシコ社、カ

ンタスメキシカーナ社、カルソニック・コ

リア社、セスコ社、大韓カルソニック社、

カルソニックカンセイ・コリア社、カルソ

ニックカンセイ（無錫）社、カルソニック

カンセイ（上海）社、シーケーエンジニア

リング上海社、カルソニック・セールス

（タイランド）社、カルソニックカンセイ

（タイランド）社、カルソニックプロダク

ツ（タイランド）社、カルソニック・コン

プレッサー・マレーシア社及びカンセイイ

ンドネシアマニュファクチュアリング社の

決算日は12月31日であります。 

 また、エヌピー化成㈱及びケーエスエン

ジニアリング㈱の決算日は２月末日であり

ます。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しております

が、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 なお、㈱サイテックは決算期を２月末日

から３月31日に変更したため、連結財務諸

表上の損益及びキャッシュ・フローは13ヶ

月間となっております。 

(4)会計処理基準に関する事項 (4)会計処理基準に関する事項 (4)会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準及び評価方法 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法 

１）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

１）有価証券 

同左 

１）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

その他有価証券   その他有価証券 

時価のあるもの 

 主に中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価

は主に移動平均法により算定） 

  時価のあるもの 

 主に決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は主

に移動平均法により算定） 

時価のないもの 

主に移動平均法による 

  時価のないもの 

主に移動平均法による 

原価法   原価法 

２）デリバティブ 

時価法 

２）デリバティブ 

同左 

２）デリバティブ 

同左 

３）たな卸資産 

…製品・仕掛品・部分品・原材料

は、当社では総平均法による原価

法により評価しておりますが、国

内連結子会社では主として最終仕

入原価法、在外連結子会社では先

入先出法による低価法を採用して

おります。貯蔵品については、当

社では先入先出法による原価法に

より評価しておりますが、国内連

結子会社及び在外連結子会社では

主として最終仕入原価法を採用し

ております。 

３）たな卸資産 

同左 

３）たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産……当社及び国内連結子

会社は定率法、在外連結子会社は主と

して定額法をそれぞれ採用しておりま

す。 

 ただし、当社及び国内連結子会社に

ついては、平成10年４月１日以降に取

得した建物（付属設備を除く。）につ

いては定額法を採用しております。 

 また、当社は２・３交替制の実施に

より、通常の稼動時間をこえて稼動し

た機械装置については、その超過稼動

割合に応じた増加償却を実施しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ３～50年 

機械装置及び運搬具  ３～12年  

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

１）有形固定資産……主に耐用年数を見

積耐用年数、残存価額を実質的残存価

額とする定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

 建物及び構築物   ３～50年 

 機械装置及び運搬具 ３～12年 

 （会計方針の変更） 

 当社及び主な国内連結子会社は、従

来、有形固定資産の減価償却の方法は

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（付属設備を除

く。）については定額法）を採用し、

また、当社は通常の稼働時間をこえて

稼動した機械装置については、その超

過稼働時間割合に応じた増加償却を実

施しておりました。当社は、平成17年

１月11日を払込期日とする第三者割当

による新株式の発行により日産自動車

株式会社の連結子会社になったことに

伴い、同社とのより一層の関係強化に

よる受注の安定化及び操業度の平準化

傾向を考慮し、設備の稼働状況をより

適切に反映した投下資本の回収を図る

とともに費用・収益の対応をより適正

に行うため、当中間連結会計期間より

定額法に変更するとともに機械装置の

増加償却を中止しております。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べて減価償却費は1,352百

万円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益は1,313百万

円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 ２）無形固定資産……定額法を採用して

おります。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。   

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産……当社及び国内連結子

会社は定率法、在外連結子会社は主と

して定額法をそれぞれ採用しておりま

す。 

  ただし、当社及び国内連結子会社

については、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く。）に

ついては定額法を採用しております。 

 また、当社は２・３交替制の実施に

より、通常の稼働時間をこえて稼動し

た機械装置については、その超過稼動

割合に応じた増加償却を実施しており

ます。  

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ３～12年 

③        － ③        － ③ 繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

  支出時に全額費用処理しておりま

す。 

④ 貸倒引当金の計上基準 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により計上し、貸倒懸念債権等特

定の債権については、回収可能性の検

討を行ったうえ個別見積額を計上して

おります。 

④ 貸倒引当金の計上基準 

同左 

④ 貸倒引当金の計上基準 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

⑤ 製品保証引当金の計上基準 

 製品のクレーム費用の支出に備える

ため、過去の実績を基礎としてクレー

ム発生見積額を計上しております。 

⑤ 製品保証引当金の計上基準 

製品のクレーム費用の支出に備える

ため、過去の実績を基礎として翌期

以降の実質保証期間内の費用見積額

を計上しております。 

（追加情報）  

 従来、製品保証引当金は、製品の

クレーム費用の支出に備えるため、

過去の実績（１事業年度）を基礎と

して翌連結会計年度のクレーム発生

費用見積額を計上しておりました

が、前連結会計年度の下半期より、

過去の実績（３事業年度）を基礎と

して、翌連結会計年度以降の実質保

証期間内の費用見積額を計上する方

法に変更致しました。 

 なお、前中間連結会計期間は変更

後の方法によった場合と比較し、税

金等調整前中間純利益は677百万円

多く計上されております。 

⑤ 製品保証引当金の計上基準 

 製品のクレーム費用の支出に備える

ため、過去の実績を基礎として翌連結

会計年度以降の実質保証期間内の費用

見積額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 従来、製品保証引当金は、製品のク

レーム費用の支出に備えるため、過去

の実績（１事業年度）を基礎として翌

連結会計年度のクレーム発生費用見積

額を計上しておりましたが、当連結会

計年度末より、過去の実績（３事業年

度）を基礎として、翌連結会計年度以

降の実質保証期間内の費用見積額を計

上する方法に変更致しました。  

 この変更は、当下半期において日産

自動車株式会社の追加資本参加によ

り、当社は同社の連結子会社になった

こと及び新中期経営計画の策定を機に

計上方法を見直した結果、長期的かつ

国際的な観点から、財務の健全性を高

め、費用・収益の対応をより適正に行

うとともに、連結親子会社間における

会計処理の統一を図るためのものであ

ります。 

 この変更にともない、当連結会計年

度末において従来の方法と変更後の方

法によった差額626百万円を特別損失

に計上し、同額税金等調整前当期純利

益が減少しております。 

 なお、この変更は当下半期において

日産自動車株式会社の追加資本参加に

より当社は同社の連結子会社になった

ことに対応して行ったものであるため

当中間連結会計期間については従来の

方法によっております。従って、当中

間連結会計期間は変更後の方法によっ

た場合と比較し、税金等調整前中間純

利益は677百万円多く計上されており

ます。 

 また、セグメント情報に与える影響

は、（セグメント情報）に記載してお

ります。なお、従来、製品保証引当金

は流動負債に区分掲記しておりました

が、当連結会計年度より固定負債に区

分掲記しております。 

  
  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

⑥ 退職給付引当金の計上基準 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当中

間連結会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主に14年）による定額法により

費用処理しております。数理計算上の

差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主に14

年）による定額法により、翌連結会計

年度から費用処理することとしており

ます。 

⑥ 退職給付引当金の計上基準 

同左 

（追加情報）  

 連結子会社であるカルソニックカン

セイ・ヨーロッパ社は従来、退職給付

に係る会計処理について英国の退職給

付会計基準（英国会計基準SSAP24）に

よっておりましたが、前連結会計年度

の下半期より英国の退職給付に係る新

しい会計基準（英国会計基準FRS17）

を早期適用しております。 

 なお、前中間連結会計期間は変更後

の方法によった場合と比較し、利益剰

余金は7,647百万円多く計上されてお

ります。  

⑥ 退職給付引当金の計上基準 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（主に14年）による定額法

により費用処理しております。数理計

算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主に14年）による定額法により、翌

連結会計年度から費用処理することと

しております。  

（会計方針の変更） 

 連結子会社であるカルソニックカン

セイ・ヨーロッパ社は従来、退職給付

に係る会計処理について英国の退職給

付会計基準（英国会計基準SSAP24）に

よっておりましたが、当連結会計年度

より英国の退職給付に係る新しい会計

基準（英国会計基準FRS17）を早期適

用しております。 

 この変更は、当下半期において日産

自動車株式会社の追加資本参加により

当社は同社の連結子会社になったこ

と、及び長期的かつ国際的な観点から

財務の健全性を高めるとともに連結親

子間における会計処理の統一を図るた

めのものであります。 

  この変更にともない、当連結会計

年度の積立不足額7,722百万円を利益

剰余金から直接減額しており、同額利

益剰余金が減少しております。 

 なお、この変更は当下半期において

日産自動車株式会社の追加資本参加に

より当社は同社の連結子会社になった

ことに対応して行ったものであるため

当中間連結会計期間については従来の

方法によっております。従って、当中

間連結会計期間は変更後の方法によっ

た場合と比較し、利益剰余金は7,647

百万円多く計上されております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

⑦ 役員退職慰労引当金の計上基準 

 役員の退職慰労金支出に備えるた

め、内規に基づき中間期末要支給見込

額を計上しております。 

  

⑦ 役員退職慰労引当金の計上基準 

同左 

  

⑦ 役員退職慰労引当金の計上基準 

 役員の退職慰労金支出に備えるた

め、内規に基づき期末要支給見込額を

計上しております。 

⑧        － ⑧ 関係会社事業損失引当金の計上基準 

  関係会社の事業にともなう損失に

備えるために、関係会社の財政状態

及び経営成績等を勘案し、当該損失

に対する当社負担見込額を計上して

おります。 

⑧ 関係会社事業損失引当金の計上基準 

同左 

⑨ 重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リース物

件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、在外

連結子会社については、主として通常の

売買取引に準じた会計処理によっており 

ます。  

⑨ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑨ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑩ 重要なヘッジ会計の方法 ⑩ 重要なヘッジ会計の方法 ⑩ 重要なヘッジ会計の方法 

１）ヘッジ会計の方法 

 為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を満たしている場合には

振当処理を採用しております。 

１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

１）ヘッジ会計の方法 

 為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を満たしている場合には

振当処理を採用しております。 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

 当社グループには、デリバティブ取

引に関して、その利用決定の方法・目

的・内容・取引相手・リスク報告体制

を定めた社内規定があり、それに基づ

き、為替変動リスクをヘッジしており

ます。 

 当中間連結会計期間にヘッジ会計を

適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以

下の通りであります。 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

同左 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方

針 

 当社グループには、デリバティブ取

引に関して、その利用決定の方法・目

的・内容・取引相手・リスク報告体制

を定めた社内規定があり、それに基づ

き、為替変動リスクをヘッジしており

ます。 

 当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

通りであります。 

ａ．ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出における外

貨建売上債権及び材

料輸入による外貨建

仕入債務 

ａ．ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…外貨建予定売上取引 

ａ．ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨

建売上債権 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３）有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。 

３）有効性評価の方法 

へッジ手段とヘッジ対象の予定取引に

関する重要な条件が同一である場合に

はヘッジ有効性の評価を省略しており

ます。 

（会計方針の変更） 

   当社は、従来、外貨建売上取引に係

る為替予約について振当処理を採用

し、外貨建売上債権及び外貨建売上取

引を予約レートで換算しておりました

が、親会社である日産自動車株式会社

との会計方針の統一を図るとともに、

デリバティブ取引に係る損益をより的

確に表示するため、当中間連結会計期

間より原則的な処理方法を採用するこ

ととし、為替予約を時価評価し、外貨

建売上債権及び外貨建売上取引をそれ

ぞれ決算日レート及び取引日レートで

換算する方法に変更しております。 

 この変更による影響は軽微でありま

す。  

３）有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段の相場変動の累計を比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。 

⑪ その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

⑪ その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

⑪ その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

1）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

1）消費税等の会計処理 

同左 

1）消費税等の会計処理 

同左 

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

(5）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 

 会計処理方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 － 固定資産の減損に係る会計基準 

   当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

－  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表） 

「新株予約権付社債」につきましては当中間連結会

計期間において、金額的重要性が乏しくなったため

「社債」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「社債」に含まれて

いる「新株予約権付社債」は3,790百万円でありま

す。 

  

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

投資活動によるキャッシュ・フローの「無形固定資

産の取得による支出」につきましては前中間連結会計

期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、当

中間連結会計期間において、金額的重要性が増加した

ため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれ

ている「無形固定資産の取得による支出」は９百万円

であります。 

 （中間連結損益計算書） 

 「貸倒引当金戻入益」につきましては、前中間連

結会計期間まで区分掲記しておりましたが、金額的重

要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」に含

めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「貸倒引当金戻入益」は６百万円であります。 

 「ゴルフ会員権評価損」につきましては、前中間

連結会計期間まで区分掲記しておりましたが、金額的

重要性が乏しくなったため、特別損失の「その他」に

含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれて

いる「ゴルフ会員権評価損」は５百万円であります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 外形標準課税 

 「地方税法の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する連結会計年

度より外形標準課税が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い、法人事業税の

付加価値割及び資本割225百万円を販

売費及び一般管理費として処理して

おります。 

－  外形標準課税 

 「地方税法の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する連結会計年

度より外形標準課税が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割520百万円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。  

 この結果、販売費及び一般管理費

は520百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前純利益は同額

減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

284,998百万円        283,158百万円        288,399百万円 

※２．このうち担保資産 ※２．このうち担保資産 ※２．このうち担保資産 

(1）担保に供している資産の額 (1）担保に供している資産の額 (1）担保に供している資産の額 

有形固定資産 15,924百万円 定期預金 

有形固定資産 

  85百万円

  14,084百万円

有形固定資産   14,581百万円

(2）上記担保資産の対象となる債務 (2）上記担保資産の対象となる債務 (2）上記担保資産の対象となる債務 

短期借入金 104百万円

長期借入金 

（１年以内返済予定

額を含む） 

6,673百万円

長期預り保証金 2,886百万円

短期借入金    53百万円

長期借入金 

（１年以内返済予定

額を含む） 

   4,954百万円

長期預り保証金    2,886百万円

短期借入金    110百万円

長期借入金 

（１年以内返済予定

額を含む） 

  5,856百万円

  

３．保証債務 ３．保証債務 ３．保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入等に対し、債務保証を行っており

ます。 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入等に対し、債務保証を行っており

ます。 

 連結会社以外の会社の金融機関等から

の借入等に対し、債務保証を行っており

ます。 

マグナカンセイ社 240百万円

パトコ・マレーシ

ア社 

76百万円

計 316百万円

マグナカンセイ社    238百万円

  

  

 

計   238百万円

マグナカンセイ社    242百万円

  

  

 

計    242百万円

４．受取手形割引高      94百万円 ４．受取手形割引高      497百万円 ４．       － 

５．売掛金の流動化による譲渡高 ５．       － ５．       － 

395百万円   



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

運送費 1,636百万円

製品保証引当金繰入額 1,140百万円

貸倒引当金繰入額 84百万円

給与手当及び賞与 10,108百万円

退職給付引当金繰入額 675百万円

役員退職慰労金引当金繰

入額 
96百万円

諸手数料 3,022百万円

運送費    1,395百万円

製品保証引当金繰入額   1,374百万円

貸倒引当金繰入額   5百万円

給与手当及び賞与   10,285百万円

退職給付引当金繰入額    619百万円

役員退職慰労金引当金繰

入額 
  142百万円

諸手数料    3,465百万円

運送費    3,130百万円

製品保証引当金繰入額    3,029百万円

貸倒引当金繰入額    78百万円

給与手当及び賞与   19,775百万円

退職給付引当金繰入額    1,561百万円

役員退職慰労金引当金繰

入額 
   216百万円

諸手数料    6,697百万円

※２．固定資産売却益は機械装置45百万円他

であります。 

※３．       － 

※２．固定資産売却益は車両運搬具 22百万

円他であります。 

※３．投資有価証券売却益は主に子会社カル

ソニックコミュニケーション㈱の株式を

譲渡した10,394百万円であります。 

※２．固定資産売却益は建物  138百万円他

であります。 

※３．        － 

※４．固定資産売却損は、工器具備品42百万

円他であります。 

※４．固定資産売却損は、車両運搬具 3 

百万円他であります。 

※４．固定資産売却損は、機械装置 56百万円

他であります。 

※５．固定資産廃却損は、機械装置1,005百

万円、工器具備品280百万円、建物106百

万円他であります。 

※６．       － 

※７．       － 

※５．固定資産廃却損は、ソフトウェ

ア 3,014百万円、機械装置  123百万円

他であります。 

※６．       － 

※７．       － 

※５．固定資産廃却損は、建物 167百万円、

機械装置 1,031百万円、工器具備品 486

百万円他であります。 

※６．有形固定資産の耐用年数経過後の処理

価額は、概ねゼロであり、また処分費用

もかかるため、備忘価額１円まで臨時償

却を行なったものであります。 

※７．在欧州子会社の現地会計基準に基づく

固定資産の減損損失であります。 

※８．       － ※８．連結子会社が製造した自動車用部品に

ついて市場不具合が発生し、その処置費

用見込み額として計上しました。 

  

※８．当社が製造した自動車用部品について

市場不具合が発生し、その処置費用見込

み額として計上しました。 

 製品補償損失は製品保証引当金繰入額

であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 1．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 1．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 1．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

（百万円） （百万円） （百万円） 

現金及び預金勘定 13,340 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△1,221 

    

現金及び現金同等物 12,118 

現金及び預金勘定 15,362 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△124 

預け金 27,425 

現金及び現金同等物 42,663 

現金及び預金勘定 12,139 

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△514 

預け金 35,500 

現金及び現金同等物 47,125 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

889 494 394 

（有形固定資
産）その他 

4,546 2,262 2,283 

（無形固定資
産）その他 

128 68 59 

合計 5,563 2,826 2,737 

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

866 458 408

（有形固定資
産）その他 

3,275 1,477 1,797

（無形固定資
産）その他 

67 39 27

合計 4,208 1,975 2,233

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
  
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

627 370 256

（有形固定資
産）その他 

3,876 1,723 2,153

 （無形固定
資産）その他

144 63 81

合計 4,649 2,158 2,491

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,355百万円

１年超 1,459百万円

合計 2,814百万円

１年内      1,142百万円

１年超      1,162百万円

合計      2,304百万円

１年内    1,169百万円

１年超      1,393百万円

合計      2,562百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 849百万円

減価償却費相当額 813百万円

支払利息相当額 33百万円

支払リース料    734百万円

減価償却費相当額    677百万円

支払利息相当額   39百万円

支払リース料      1,606百万円

減価償却費相当額      1,538百万円

支払利息相当額   62百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引未経過リ

ース料 

２．オペレーティング・リース取引未経過リ

ース料 

２．オペレーティング・リース取引未経過リ

ース料 

１年内 158百万円

１年超 735百万円

合計 893百万円

１年内    329百万円

１年超    736百万円

合計    1,065百万円

１年内    328百万円

１年超    829百万円

合計   1,157百万円

   （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 839 2,954 2,115 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 5 6 0 

その他 － － － 

(3)その他 242 215 △26 

合計 1,087 3,176 2,089 

  
前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国債・地方債等 4 

(2)非連結子会社株式及び関連会社株式 7,111 

(3)その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,504 

債 券 他 4 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 183 657 473 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 5 6 0 

その他 － － － 

(3)その他 9 13 3 

合計 199 676 477 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国債・地方債等 － 

(2)非連結子会社株式及び関連会社株式 13,137 

(3)その他有価証券   

非上場株式 4,501 

債 券 他 3 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 261 652 391 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 5 6 0 

その他 － － － 

(3)その他 29 32 2 

合計 296 690 393 

  
前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国債・地方債等 4 

(2)非連結子会社株式及び関連会社株式 8,826 

(3)その他有価証券   

非上場株式 4,569 

債 券 他 4 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末）（平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

（当中間連結会計期間末）（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

（前連結会計年度末）（平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 234 225 8 

合計 234 225 8 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 2,485 2,587 △101 

合計 2,485 2,587 △101 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 為替予約取引 326 322 4 

合計 326 322 4 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、商品・製品の種類、性質等を勘案して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な商品・製品 

自動車部品……自動車用熱交換器製品、空調機器製品、吸排気機器製品、ＩＴＳ・電子製品、計器・機器製

品、内外装製品等（コックピットモジュール製品は、空調機器、内外装、ＩＴＳ・電子、計

器・機器の各製品を組み合わせて納入するものであり、フロントエンドモジュール製品は、

熱交換器製品の各製品を組み合わせて納入するものであります。） 

情報通信………情報通信機器・システムの販売、情報通信サービスの提供 

その他…………自動車用部品の製造用設備機械・金型・治工具、包装梱包業、設計・製図の受託、従業員の

福利厚生に関する事業他 

３．消去又は全社は、消去によるものであります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 事業区分の方法につきましては、従来、自動車部品事業、情報通信事業及びその他事業に区分しておりましたが、当中

間連結会計期間において情報通信事業を行っていた子会社カルソニックコミュニケーション㈱及びその他事業を行ってい

た子会社㈱シーケー物流を売却した結果、自動車部品事業の売上高及び営業利益の金額が、全セグメントの売上高の合計

及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

  
自動車部品 
（百万円） 

情報通信 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

① 外部顧客に対する売上高 300,049 19,409 1,820 321,279 － 321,279 

② セグメント間の内部売上

高 
－ 28 7,014 7,042 (7,042) － 

計 300,049 19,438 8,834 328,322 (7,042) 321,279 

営業費用 291,729 19,019 8,639 319,389 (7,209) 312,179 

営業利益 8,319 418 194 8,932 166 9,099 



  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、商品・製品の種類、性質等を勘案して区分しております。 

２．各事業区分に属する主要な商品・製品 

自動車部品……自動車用熱交換器製品、空調機器製品、吸排気機器製品、ＩＴＳ・電子製品、計器・機器製

品、内外装製品等（コックピットモジュール製品は、空調機器、内外装、ＩＴＳ・電子、計

器・機器の各製品を組み合わせて納入するものであり、フロントエンドモジュール製品は、

熱交換製品の各製品を組み合わせて納入するものであります。） 

情報通信………情報通信機器・システムの販売、情報通信サービスの提供 

その他…………自動車用部品の製造用設備機械・金型・治工具、包装梱包業、設計・製図の受託、従業員の

福利厚生に関する事業他 

３．消去又は全社は、消去によるものであります。 

４．会計処理基準等の変更 

製品保証引当金の会計方針変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社において会計方針の変更をし

ております。この変更による影響は軽微であります。 

  
自動車部品 
（百万円） 

情報通信 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

① 外部顧客に対する売上高 650,899 39,625 4,443 694,968 － 694,968 

② セグメント間の内部売上

高 
12 46 14,990 15,049 （15,049) － 

計 650,911 39,671 19,434 710,017 (15,049) 694,968 

営業費用 630,142 38,299 18,818 687,261 (15,439) 671,822 

営業利益 20,768 1,372 615 22,756 389 23,145 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、メキシコ 

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア 

３．消去又は全社は、消去によるものであります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、メキシコ 

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア 

３．消去又は全社は、消去によるものであります。 

４．会計処理基準等の変更 

（有形固定資産の減価償却方法の変更）  

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」(4）② 1）に記載のとおり、当社及び主な

国内連結子会社は、会計方針の変更をしております。 

 この変更により、従来の方法によった場合に比べて「日本」の「営業費用」が1,313百万円減少し、

「営業利益」が同額増加しております。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

① 外部顧客に対する売

上高 
199,348 82,650 27,147 12,134 321,279 － 321,279 

② セグメント間の内部

売上高 
11,650 267 199 1,827 13,944 (13,944) － 

計 210,998 82,917 27,346 13,961 335,224 (13,944) 321,279 

営業費用 203,058 81,471 28,373 13,265 326,169 (13,989) 312,179 

営業利益（又は営業損失） 7,940 1,445 △1,026 695 9,054 44 9,099 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

① 外部顧客に対する売

上高 
218,284 82,407 27,574 29,283 357,549 － 357,549 

② セグメント間の内部

売上高 
13,007 650 236 2,925 16,820 (16,820) － 

計 231,292 83,058 27,810 32,208 374,370 (16,820) 357,549 

営業費用 223,788 80,792 28,341 29,393 362,315 (16,832) 345,482 

営業利益（又は営業損失） 7,503 2,266 △530 2,815 12,054 11 12,066 



  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、メキシコ 

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア 

３．消去又は全社は、消去によるものであります。 

４．会計処理基準等の変更 

    製品保証引当金の会計方針変更 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社において会計方針の変

更をしております。この変更による影響は軽微であります。 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円）
欧州 

（百万円）
アジア 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高               

① 外部顧客に対する売

上高 
435,589 176,554 54,968 27,856 694,968 － 694,968 

② セグメント間の内部

売上高 
25,307 1,064 602 4,206 31,181 (31,181) － 

計 460,897 177,618 55,570 32,062 726,149 (31,181) 694,968 

営業費用 441,834 173,422 57,694 30,167 703,119 (31,296) 671,822 

営業利益（又は営業損失） 19,063 4,196 △2,124 1,895 23,030 115 23,145 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、メキシコ 

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、メキシコ 

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法 

地理的近接度をベースに事業活動の相互関連性により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、メキシコ 

欧州 ：ヨーロッパ諸国、南アフリカ 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 83,766 31,553 14,457 129,777 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 321,279 

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 26.1 9.8 4.5 40.4 

  北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 84,833 31,222 32,362 148,418 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 357,549 

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 23.7 8.7 9.1 41.5 

  北米 欧州 アジア 計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 180,316 63,594 33,145 277,056 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 694,968 

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 25.9 9.2 4.8 39.9 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

 （注）新株予約権付社債の利率は年０．０％であるため、支払利息及び付随する事務手数料の発生はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 548円89銭

１株当たり中間純利益金

額 

21円93銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 

21円16銭

１株当たり純資産額  598円53銭

１株当たり中間純利益金

額 

  38円10銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 

  37円17銭

１株当たり純資産額  552円39銭

１株当たり当期純利益金

額 
  21円74銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 

  21円04銭

      

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金

額 
      

中間（当期）純利益（百万円） 4,721 10,148 4,975 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 39 

（うち役員賞与） （－） (－) (39) 

普通株式に係る中間（当期）純

利益（百万円） 
4,721 10,148 4,936 

期中平均株式数（千株） 215,285 266,400 227,100 

        

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

（うち支払利息 

（税額相当額控除後）） 
（－） （－） （－）

（うち事務手数料 

（税額相当額控除後）） 
（－） （－） （－）

普通株式増加数（千株） 7,798 6,618 7,544 

（うち新株予約権付社債） （7,766） (6,618) （7,536) 

（うち新株予約権） （32） (－) （8) 

 希薄化効果を有しないため、潜

在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

－ 新株予約権２種類  

(新株予約権の数3,218

個） 

 なお、これらの概要

は「第４提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権の状

況」に記載のとおりで

あります。 

－ 



（重要な後発事象）  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第三者割当による新株式発行および

親会社の異動について  
  
 提出会社は、平成16年11月30日開

催の取締役会において、日産自動車

株式会社とのパートナーシップを明

確にするとともに、当面の投資によ

る資金需要の発生に対応するため、

同社を割当先とする第三者割当増資

を決議いたしました。 
  
①発行新株式数 

普通株式52,000,000株 

②発行価額１株につき 778円 

③発行価額の総額40,456,000,000円 

④資本組入額１株につき 389円 

⑤申込期間平成17年１月11日 

⑥払込期日平成17年１月11日 

⑦配当起算日平成16年10月１日 

⑧割当先日産自動車株式会社 

(増資後の被議決権比率41.7%となり

日産自動車株式会社の連結子会社と

なります。) 

⑨増資の理由及び資金の使途 

日産自動車株式会社とのパートナー

シップの明確化及び当面の投資の使

途による資金需要に対応するため。 

  

(１) 新株予約権証券の発行につい  

     て  
  
 当社は、平成17年11月25日開催の

取締役会において、商法第280条ノ

20及び第280条ノ21並びに平成17年

６月29日開催の第104回定時株主総

会決議に基づき、ストックオプショ

ンとして新株予約権を発行すること

を決議し、平成17年12月５日付けで

発行いたしました。 
  
①発行した新株予約権の数 

  1,985個   

②新株予約権の目的たる株式の種類

及び数 

   普通株式1,985,000株 

  新株予約権の目的たる数は、新

株予約権に付与株式数(1,000株)を

乗じた数とする。 

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の行使時の払込金額 

   １株当たり     759円 

⑤新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額 

 普通株式１株の発行価格 759円 

 普通株式１株の資本組入額380円 

⑥新株予約権の行使期間 

   平成19年７月１日から平成24年

６月30日まで 

⑦新株予約権の行使の条件 

 １.新株予約権の割当を受けた者

が、新株予約権の行使が可能となる

日まで、当社及び当社関係会社等に

継続して雇用されており若しくは委

任関係を保持していること。ただ

し、任期満了による退任、定年退

職、転籍、その他正当な理由がある

と認めた場合は、この限りではな

い。 

 ２.その他の条件については、平

成17年６月29日開催の当社第104回

定時株主総会および平成17年11月25

日開催の当社取締役会決議に基づき

当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。 

⑧付与対象者 

 当社ならびに当社関係会社の取締

役、執行役員および使用人  

－ 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (２)自己株式の取得について 

 当社は機動的な資本政策の遂行の

ため、平成17年11月16日開催の取締

役会において商法211条ノ３第１項

第２号の規定に基づき、自己株式を

取得する事を決議いたしました。 

 決議の内容 

 ①取得する株式の種類 

  当社普通株式 

 ②取得する株式の総数 

  1,300,000株(上限) 

  (発行済株式総数に対する割合 

  0.48％) 

 ③株式の取得価額の総額 

  1,040,000,000円（上限） 

 ④自己株式取得の日程 

  平成17年11月16日から平成18年 

  ２月28日 

 また、決議に基づき、提出日まで

の間に取得した自己株式は以下の通

りです。 

 取得株数 500,000株 

 取得価額 392,509千円 

  

  

  

  

  

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   2,624   785 3,529   

２．受取手形   307   167 176   

３．売掛金   74,584   78,291 85,008   

４．たな卸資産   8,611   9,383 8,811   

５．関係会社短期貸付
金 

  9,377   22,653 11,011   

６．預け金   －   27,425 35,500   

７．その他 ※４ 12,054   9,536 9,963   

８．貸倒引当金   －   △3,851 －   

流動資産合計     107,560 42.3 144,391 51.4   154,001 53.5

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物 ※２ 11,312   11,278 11,219   

(2）機械装置   12,775   13,471 11,852   

(3）土地 ※２ 8,360   7,670 7,769   

(4）その他   8,148   6,789 5,623   

有形固定資産合計 ※１   40,597 16.0 39,209 14.0   36,465 12.7

２．無形固定資産     3,460 1.4 1,984 0.7   4,242 1.5

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   90,635   78,847 75,449   

(2）繰延税金資産   10,302   14,591 16,002   

(3）その他   1,933   1,676 1,929   

(4）貸倒引当金   △60   △52 △102   

投資その他の資産
合計 

    102,810 40.3 95,062 33.9   93,278 32.3

固定資産合計     146,869 57.7 136,256 48.6   133,986 46.5

資産合計     254,429 100.0 280,648 100.0   287,987 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   4,219   4,497 5,581   

２．買掛金   53,194   58,453 64,307   

３．短期借入金   11,050   10,989 10,795   

４．コマーシャルペ
ーパー 

  7,000   － －   

５．一年以内返済予
定の長期借入金 

※２ 455   455 455   

６．一年以内償還予
定の社債 

  －   8,000 －   

７．未払費用   10,020   13,517 10,453   

８．未払法人税等   1,453   2,328 2,893   

９．製品保証引当金   7,400   － －   

10．その他 ※４ 8,162   9,622 11,135   

流動負債合計     102,956 40.5 107,863 38.4   105,622 36.7

Ⅱ 固定負債           

１．社債   11,790   3,347 11,373   

２．長期借入金 ※２ 3,657   3,202 3,492   

３．退職給付引当金   21,718   19,549 20,843   

４．役員退職慰労引
当金 

  255   186 323   

５．製品保証引当金   －   1,655 7,434   

６．債務保証損失引
当金 

  －   － 3,851   

７．その他   594   364 477   

固定負債合計     38,014 14.9 28,304 10.1   47,795 16.6

負債合計     140,971 55.4 136,168 48.5   153,417 53.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     20,169 7.9 40,619 14.5   40,606 14.1

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   38,355   58,804 58,791   

資本剰余金合計     38,355 15.1 58,804 21.0   58,791 20.4

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   4,438   4,438 4,438   

２．任意積立金   29,485   270 29,485   

３．中間（当期）未
処分利益 

  21,207   43,156 3,588   

利益剰余金合計     55,131 21.7 47,864 17.0   37,511 13.0

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    1,040 0.4 5 0.0   0 0.0

Ⅴ 自己株式     △1,237 △0.5 △2,814 △1.0   △2,339 △0.8

資本合計     113,458 44.6 144,479 51.5   134,570 46.7

負債及び資本合計     254,429 100.0 280,648 100.0   287,987 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     170,096 100.0 192,293 100.0   377,479 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５   154,426 90.8 175,703 91.4   342,780 90.8

売上総利益     15,669 9.2 16,590 8.6   34,699 9.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※５   11,456 6.7 13,063 6.8   24,431 6.5

営業利益     4,212 2.5 3,526 1.8   10,267 2.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,316 0.8 4,935 2.6   2,941 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   509 0.3 1,086 0.6   1,567 0.4

経常利益     5,020 3.0 7,375 3.8   11,641 3.1

Ⅵ 特別利益 ※３   1,727 1.0 11,393 5.9   4,291 1.1

Ⅶ 特別損失 ※４   696 0.4 3,447 1.7   26,721 7.1

税引前中間純利益
又は税引前当期純
損失（△） 

    6,051 3.6 15,321 8.0   △10,787 △2.9

法人税、住民税及
び事業税 

  1,317   3,118 3,285   

法人税等調整額   1,183 2,500 1.5 812 3,930 2.1 △811 2,473 0.6

中間純利益又は当
期純損失（△） 

    3,550 2.1 11,391 5.9   △13,261 △3.5

前期繰越利益     17,657 31,764   17,657 

中間配当額     － －   807 

中間（当期）未処
分利益 

    21,207 43,156   3,588 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

子会社株式及び関連会社株式 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 当期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

製品・部分品・原材料・仕掛品 

……総平均法による原価法 

製品・部分品・原材料・仕掛品 

…同左 

製品・部分品・原材料・仕掛品 

…同左 

貯蔵品 

……先入先出法による原価法 

貯蔵品 

…同左 

貯蔵品 

…同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）

については、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、２・３交替制の実施により、

通常の稼動時間をこえて稼動した機械

装置については、その超過稼動割合に

応じた増加償却を実施しております。 

 また、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       ３～50年 

機械装置       12年 

工具器具備品   ２～８年 

(1)有形固定資産 

 耐用年数を見積耐用年数、残存価額

を実質的残存価額とする定額法を採用

しております。 

 また、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       ３～50年 

機械装置       12年 

工具器具備品   ２～８年 

 （会計方針の変更） 

 従来、有形固定資産の減価償却の方

法は定率法（ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法）を採用

し、通常の稼働時間をこえて稼動した

機械装置については、その超過稼働時

間割合に応じた増加償却を実施してお

りました。当社は、平成17年１月11日

を払込期日とする第三者割当による新

株式の発行により日産自動車株式会社

の連結子会社になったことに伴い、同

社とのより一層の関係強化による受注

の安定化及び操業度の平準化傾向を考

慮し、設備の稼働状況をより適切に反

映した投下資本の回収を図るとともに

費用・収益の対応をより適正に行うた

め、当中間会計期間より定額法に変更

するとともに機械装置の増加償却を中

止しております。 

 この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べて減価償却費は984百万

円減少し、営業利益、経常利益及び税

引前中間純利益は964百万円増加して

おります。  

有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く。）

については、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、２・３交替制の実施により、

通常の稼動時間をこえて稼動した機械

装置については、その超過稼動割合に

応じた増加償却を実施しております。 

 また、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物       ３～50年 

機械装置       12年 

工具器具備品   ２～８年 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

 

３．        － ３．       － ３．繰延資産の処理方法 

 新株発行費 

  支出時に全額費用処理しております。 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により計上し、貸倒懸念債権等特定の債

権については、回収可能性の検討を行っ

たうえ個別見積額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）製品保証引当金 

 製品のクレーム費用の支出に備えるた

め、過去の実績を基礎としてクレーム発

生見積額を計上しております。 

(2）製品保証引当金 

 製品のクレーム費用の支出に備えるた

め、過去の実績を基礎として、翌期以降

の実質保証期間内の費用見積額を計上し

ております。 

 （追加情報） 

 従来、製品保証引当金は、製品のクレ

ーム費用の支出に備えるため、過去の実

績（１事業年度）を基礎として翌事業年

度のクレーム発生費用見積額を計上して

おりましたが、前事業年度の下期より、

過去の実績（３事業年度）を基礎とし

て、翌事業年度以降の実質保証期間内の

費用見積額を計上する方法に変更いたし

ました。 

 なお、前中間会計期間は変更後の方法

によった場合と比較し、税引前中間純利

益は677百万円多く計上されておりま

す。 

(2）製品保証引当金 

 製品のクレーム費用の支出に備えるた

め、過去の実績を基礎として翌事業年度

以降の実質保証期間内の費用見積額を計

上しております。 

（会計方針の変更） 

 従来、製品保証引当金は製品のクレー

ム費用の支出に備えるため、過去の実績

（１事業年度）を基礎として翌事業年度

のクレーム発生費用見積額を計上してお

りましたが、当事業年度末より、過去の

実績（３事業年度）を基礎として、翌事

業年度以降の実質保証期間内の費用見積

額を計上する方法に変更しました。 

 この変更は、当下半期において日産自

動車株式会社の追加資本参加により、当

社は同社の連結子会社になったこと及び

新中期経営計画の策定を機に計上方法を

見直した結果、長期的かつ国際的な観点

から、財務の健全性を高め、費用・収益

の対応をより適正に行うとともに、連結

親子会社間における会計処理の統一を図

るためのものであります。 

 この変更にともない、当事業年度末に

おいて従来の方法と変更後の方法によっ

た差額626百万円を特別損失に計上し、

同額税引前当期純損失が増加していま

す。 

 なお、この変更は当下半期において日

産自動車株式会社の追加資本参加により

当社は同社の連結子会社になったことに

対応して行ったものであるため当中間会

計期間については従来の方法によってお

ります。従って、当中間会計期間は変更

後の方法によった場合と比較し、税引前

中間純利益は677百万円多く計上されて

おります。 

 また、従来、製品保証引当金は流動負

債に区分掲記しておりましたが、当事業

年度より固定負債に区分掲記しておりま

す。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められる額

を計上しております。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（14年）による定額法

により費用処理しております。数理計算

上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により、翌期から費用処理

することとしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。過去

勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

による定額法により費用処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法により、翌期

から費用処理することとしております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づき当中間期末要支給見込

額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づき期末要支給見込額を計

上しております。 

(5）       － (5）       － (5）債務保証損失引当金 

 保証債務に係る損失に備えるため、被

債務保証会社の財政状態を勘案して引当

計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を満たしている場合には振当

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

（金利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合には特例処理を採

用しております。） 

(1）ヘッジ会計の方法 

 為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を満たしてる場合には振

当処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売

上債権及びグループファ

イナンス 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約及び金利通貨ス

ワップ 

ヘッジ対象…外貨建予定売上取引及び

グループファイナンス 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売

上債権 

(3）ヘッジ方針 

 外貨建金銭債権に係る将来の為替相場

の変動リスクを回避するために、為替予

約取引を確定外貨建金銭債権の範囲内で

ヘッジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

外貨建金銭債権及び債務に係る将来の

為替相場の変動リスクを回避するため

に、為替予約取引を確定外貨建金銭債権

の範囲内でヘッジを行っております。 

(3)ヘッジ方針 

外貨建金銭債権に係る将来の為替相場

の変動リスクを回避するために、為替予約

取引を確定外貨建金銭債権の範囲内でヘッ

ジを行っております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の予定取引に

関する重要な条件が同一である場合には

ヘッジ有効性の評価を省略しておりま

す。 

 （会計方針の変更） 

   従来、外貨建売上取引に係る為替予約

について振当処理を採用し、外貨建売上

債権及び外貨建売上取引を予約レートで

換算しておりましたが、親会社である日

産自動車株式会社との会計方針の統一を

図るとともに、デリバティブ取引に係る

損益をより的確に表示するため、当中間

会計期間より原則的な処理方法を採用す

ることとし、為替予約を時価評価し、外

貨建売上債権及び外貨建売上取引をそれ

ぞれ決算日レート及び取引日レートで換

算する方法に変更しております。 

 この変更により、従来の方法によった

場合に比べて売上高及び営業利益は147百

万円増加し、経常利益及び税引前中間純

利益は15百万円増加しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手

段の相場変動の累計を比較し、両者の変

動額等を基礎にして判断しております。 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

７．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 会計処理方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 － 固定資産の減損に係る会計基準 

   当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 

－  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

「新株予約権付社債」につきましては当中間会計期

間において、金額的重要性が乏しくなったため「社

債」に含めております。 

 なお、当中間会計期間の「社債」に含まれている

「新株予約権付社債」は3,790百万円であります。 

－ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

外形標準課税 

 「地方税法の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値

割及び資本割153百万円を販売費及び

一般管理費として処理しておりま

す。  

－ 外形標準課税 

 「地方税法の一部を改正する法律」

（平成15年法律第9号）が平成15年３

月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準

課税が導入されたことに伴い、当事業

年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の

付加価値割及び資本割394百万円を販

売費及び一般管理費として処理してお

ります。  

 この結果、販売費及び一般管理費は

394百万円増加し、営業利益及び経常

利益は同額減少し、税引前当期純損失

は同額増加しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

（百万円） （百万円） （百万円） 

136,470       134,250  133,901      

※２．担保資産       

(1)担保に供している資産       

建物 

土地 

計 

953 

348 

1,301 

846  

348  

1,194 

986     

348 

 1,335    

(2)担保資産に対応する債

務 

      

長期借入金（１年以内

返済予定額を含む） 
2,198 1,829 2,076      

３．偶発債務 

支払保証債務 

 下記の関係会社の銀行借入金等

に対して債務保証をしておりま

す。 

 下記の関係会社の銀行借入金等

に対して債務保証をしておりま

す。 

 下記の関係会社の銀行借入金等

に対して債務保証をしておりま

す。 

  北米カルソニックカンセイ社 

3,754百万円 

カルソニックカンセイ・ヨーロ

ッパ社 

3,240百万円 

カルソニック・オーストラリア

社 

1,476百万円 

北米カルソニック社 

1,012百万円 

カルソニック・メキシコ社 

832百万円 

カルソニックカンセイ（無錫）

社 

444百万円 

大韓カルソニック社 

312百万円 

マグナ・カンセイ社 

240百万円 

カルソニック・コンプレッサ

ー・マレーシア社 

184百万円 

カンセイインドネシアマニュフ

ァクチュアリング社 

127百万円 

パトコ・マレーシア社 

76百万円 

セスコ社 

28百万円 

計      11,730百万円 

北米カルソニック社 

    872百万円 

カルソニック・メキシコ社 

     565百万円 

マグナカンセイ社 

     238百万円 

大韓カルソニック社 

     30百万円 

  

    

  

  

  

   

  

   

  

    

  

    

  

   

  

  

計        1,707百万円 

北米カルソニック社 

     952百万円 

カルソニック・メキシコ社 

     671百万円 

カルソニック・オーストラリア

社 

     652百万円 

カルソニックカンセイ・ヨーロ

ッパ社 

     345百万円 

マグナカンセイ社 

   242百万円 

大韓カルソニック社 

   60百万円 

  

  

  

   

  

    

  

    

  

   

  

  

計      2,924百万円 

※４．消費税等の取扱い  仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺して流動資産の「その他」に 

１百万円含めて表示しておりま

す。 

 仮払消費税等と仮受消費税等は

相殺して流動負債の「その他」に 

  88百万円含めて表示しておりま

す。 

－ 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要

項目 （百万円） （百万円） （百万円） 

 受取利息 20   39  47 

 受取配当金  523  4,325  580 

 不動産賃借料  364  342  726 

 為替差益  87  －  446 

※２．営業外費用のうち重要

項目 （百万円） （百万円） （百万円） 

 支払利息 86   116  180 

 社債利息 52   52  104 

 為替差損 －   506  － 

 土壌浄化費用 －  191 600 

※３．特別利益のうち重要項

目 （百万円） （百万円） （百万円） 

 投資有価証券売却益 1,723  11,272 4,024 

※４．特別損失のうち重要項

目 （百万円） （百万円） （百万円） 

建物除却損 50 33  63  

機械装置除却損 

ソフトウェア除却損 

424 

－ 

57  

3,014  

538  

－  

その他固定資産除却損 

関係会社株式評価損 

200 

－ 

5  

－ 

202  

14,212  

  

    

（子会社カルソニック・ヨーロ

ッパ社に対する株式評価損であ

ります。）  

製品補償損失 － －       1,004 

      （当社が製造した自動車用部品

の２部品について市場不具合が

発生し、その処置費用見込み額

として計上しました。製品補償

損失は製品保証引当金繰入額で

あります。）  

固定資産臨時償却費 

債務保証損失引当金繰

入額 

  

 － 

 － 

  

  

  

  

  

－  

－  

5,082 

（有形固定資産の耐用年数経過

後の処分価額は概ねゼロであ

り、また処分費用もかかるた

め、備忘価額１円まで臨時償却

を行ったものであります。）   

3,851 

（債務保証損失引当金繰入額の

相手先は次の通りでありま

す。）   

カルソニックカンセイ・ヨーロ

ッパ社           

3,126 

カルソニック・オーストラリア

社 

725 

土地評価損等               －               － 741 

 （土地評価損等は売却予定土地

の売却損相当額等です。） 

※５．減価償却実施額 （百万円） （百万円） （百万円） 

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

2,931 

2 

2,933 

    2,529  

52  

  2,582  

  11,865 

5 

11,870  



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

機械装
置 

378 212 166

その他 3,372 1,873 1,498

合計 3,750 2,085 1,665

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

機械装
置 

376 252 123

その他 1,916 893 1,022

合計 2,293 1,146 1,146

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
  
(百万円)

機械装
置 

378 233 145

その他 2,677 1,281 1,395

合計 3,055 1,514 1,541

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円）

  １年内 820

１年超 909

合計 1,730

１年内 652

１年超 542

合計 1,195

１年内 746 

１年超 854 

合計 1,601 

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円）

  支払リース料 622

減価償却費相当額 598

支払利息相当額 21

支払リース料 416

減価償却費相当額 380

支払利息相当額 16

支払リース料 1,132 

減価償却費相当額 1,087 

支払利息相当額 41 

  (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

  (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 

２．オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 

（百万円）

未経過リース料 

（百万円）

未経過リース料 

（百万円）

  １年内 6

１年超 6

合計 13

１年内 5

１年超 12

合計 18

１年内 7 

１年超 14 

合計 22 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（当中間会計期間） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

（前事業年度） 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,812 2,394 581 

関連会社株式 651 1,490 838 

合計 2,463 3,884 1,420 

  

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,812 3,317 1,505 

関連会社株式 651 1,123 472 

合計 2,463 4,441 1,977 

  

前事業年度末（平成17年３月31日） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,812 3,208 1,395 

関連会社株式 651 1,351 699 

合計 2,463 4,559 2,095 



（重要な後発事象）  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第三者割当による新株式発行および

親会社の異動について 
  
 当社は、平成16年11月30日開催の

取締役会において、日産自動車株式

会社とのパートナーシップを明確に

するとともに、当面の投資による資

金需要の発生に対応するため、同社

を割当先とする第三者割当増資を決

議いたしました。 
  
①発行新株式数 

普通株式52,000,000株 

②発行価額１株につき 778円 

③発行価額の総額40,456,000,000円 

④資本組入額１株につき 389円 

⑤申込期間平成17年１月11日 

⑥払込期日平成17年１月11日 

⑦配当起算日平成16年10月１日 

⑧割当先日産自動車株式会社 

(増資後の被議決権比率41.7%となり

日産自動車株式会社の連結子会社と

なります。) 

⑨増資の理由及び資金の使途 

日産自動車株式会社とのパートナー

シップの明確化及び当面の投資の使

途による資金需要に対応するため。 

  

(１) 新株予約権証券の発行につい

て  
  
 当社は、平成17年11月25日開催の

取締役会において、商法第280条ノ

20及び第280条ノ21並びに平成17年

６月29日開催の第104回定時株主総

会決議に基づき、ストックオプショ

ンとして新株予約権を発行すること

を決議し、平成17年12月５日付けで

発行いたしました。 
  
①発行した新株予約権の数 

  1,985個   

②新株予約権の目的たる株式の種類

及び数 

   普通株式1,985,000株 

  新株予約権の目的たる数は、新

株予約権に付与株式数(1,000株)を

乗じた数とする。 

③新株予約権の発行価額 無償 

④新株予約権の行使時の払込金額 

   １株当たり     759円 

⑤新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資

本組入額 

 普通株式１株の発行価格 759円 

 普通株式１株の資本組入額380円 

⑥新株予約権の行使期間 

   平成19年７月１日から平成24年

６月30日まで 

⑦新株予約権の行使の条件 

 １.新株予約権の割当を受けた者

が、新株予約権の行使が可能となる

日まで、当社及び当社関係会社等に

継続して雇用されており若しくは委

任関係を保持していること。ただ

し、任期満了による退任、定年退

職、転籍、その他正当な理由がある

と認めた場合は、この限りではな

い。 

 ２.その他の条件については、平

成17年６月29日開催の当社第104回

定時株主総会および平成17年11月25

日開催の当社取締役会決議に基づき

当社と新株予約権者との間で締結す

る「新株予約権割当契約」に定める

ところによる。 

⑧付与対象者 

 当社ならびに当社関係会社の取締

役、執行役員および使用人 

－ 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （２)自己株式の取得について 

 当社は機動的な資本政策の遂行の

ため、平成17年11月16日開催の取締

役会において商法211条ノ３第１項

第２号の規定に基づき、自己株式を

取得する事を決議いたしました。 

 取得の内容 

 ①取得する株式の種類 

  当社普通株式 

 ②取得する株式の総数 

  1,300,000株(上限) 

  (発行済株式総数に対する割合 

  0.48％) 

 ③株式の取得価額の総額 

  1,040,000,000円（上限） 

 ④自己株式取得の日程 

  平成17年11月16日から平成18年 

  ２月28日 

 また、決議に基づき、提出日まで

の間に取得した自己株式は以下の通

りです。 

 取得株数 500,000株 

 取得価額 392,509千円 

  



(2）【その他】 

 平成17年11月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………………      997百万円 

② １株当たりの金額……………………………………            ３円75銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日……………  平成17年12月１日 

 （注） 当社定款第34条の規定に基づき、平成17年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記

録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(提出会社の財政

状態及び経営成績に著しい影響を与える事象)及び第19号(連結会社の財政状態及び経営成績にに著しい影響を

与える事象)の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

   上記（３）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

   上記（３）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

   上記（３）の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  

(１) 臨時報告書     平成17年７月13日 

  関東財務局長に提出。 

(２) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度     自 平成16年４月１日 

（第104期）    至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日 

  関東財務局長に提出。 

(３) 有価証券届出書（新株予約権証券） 

及びその添付書類（参照方式） 

  

  平成17年11月25日 

  関東財務局長に提出。 

  

(４) 有価証券届出書の 

訂正届出書（参照方式） 

  平成17年11月29日 

  関東財務局長に提出。 

(５) 有価証券届出書の 

訂正届出書（参照方式） 

  平成17年11月29日 

  関東財務局長に提出。 

(６) 有価証券届出書の 

訂正届出書（参照方式） 

  平成17年12月５日 

  関東財務局長に提出。 

(７) 自己株券買付状況報告書 

  

  平成17年４月８日 

平成17年５月12日 

平成17年６月10日 

平成17年７月15日 

平成17年８月５日 

平成17年９月13日 

平成17年10月12日 

平成17年11月11日 

平成17年12月13日 

  関東財務局長に提出。 

   



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

カルソニックカンセイ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルソニックカンセ

イ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成

１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及

び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、カルソニックカンセイ株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１６年１１月３０日開催の取締役会において、日産自動車株式会社を割当

先とする第三者割当増資について決議を行った。これにより、増資後の被議決権比率は４１．７％となり日産自動車の連結子会社と

なる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 日   徹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月20日

カルソニックカンセイ株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 和男  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 古川 康信  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 室橋 陽二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルソ

ニックカンセイ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、カルソニックカンセイ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

(1）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項(4）②１）に記載のとおり、提出会社及び主な国内連結子会

社は当中間連結会計期間より有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法に変更するとともに機械装置の増加償

却を中止した。 

(2）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項(4）⑩に記載のとおり、提出会社は当中間連結会計期間より

外貨建売上取引に係る為替予約の会計処理を振当処理から原則的な処理方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、当社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

カルソニックカンセイ株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルソニックカンセ

イ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１０４期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平

成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、カルソ

ニックカンセイ株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から

平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成１６年１１月３０日開催の取締役会において、日産自動車株式会社を割当

先とする第三者割当増資について決議を行った。これにより、増資後の被議決権比率は４１．７％となり日産自動車の連結子会社と

なる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 滝 日   徹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 田 信 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大田原 吉 隆 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月20日

カルソニックカンセイ株式会社  

 取締役会 御中    

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 鈴木 和男  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 古川 康信  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 室橋 陽二  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカルソ

ニックカンセイ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第105期事業年度の中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、カルソニックカンセイ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

(1）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項２．(1）に記載のとおり、会社は当中間会計期間より有形固定資

産の減価償却方法を定率法から定額法に変更するとともに機械装置の増加償却を中止した。 

(2）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項６．に記載のとおり、会社は当中間会計期間より外貨建売上取引

に係る為替予約の会計処理を振当処理から原則的な処理方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上  

（注）上記は、当社が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

が別途保管しております。 
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